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特定高齢者把握の取り組み  
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旭川市の概要  

1人口 358，693人 高齢者人口 79，9169人 高齢化率：22・3％   
※H18．9．1現在  

2 第3期介護保険給付責 63，165，633干円   
（平成18年度 20，659，056千円）  
3 保険料基準月額4，311円（第2期より18％増）  
4 平成18年度介護予防事業（地域支援事業）対象者見込数 2，381人   

（特定高齢者・高齢者人口の3％）  

5 予防効果見込数 285人（予防効果率12％）  

6 地域包括支援センター設置状況  

・日常生活圏域ごとに9か所設置（すべて委託）   

・1か所当たりの平均高齢者数 8，820人  

・運営の透明性を確保するため設置法人と分離し，市民の利便性の高い   
場所に設置。  

7 介護予防担当：介護高齢課地域支援係（内 保健師6名）  
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特定高齢者把握の取り組み  

これまでの取り組み（2）  

●地域包括支援センター運営協議会を中心とした「地   

域高齢者生活支援ネットワーク会議」の設置   

→関係機関かちの情報提供の促進を図る。  

●通所型介護予防事業を魅力あるものとする。  

●事業実施者にも特定高齢者把握に協力してもらう。  
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特定高齢者候補者数・決定者数  
（H18．9．26現在）  

地域包括  
一般高齢者  高齢者  

支援  

センター   
等）   

割合   

基本チェックリスト  
実施者数（a）（注）   216  5240   2085   31  7572  9．5％   

特定高齢者候補者数（b）  121   113   46   3   283  0．4％   

b／a   56．0％   2．2％   2．2％   9．7％  3．7％  

121   33   
特定高齢者決定者数（c）  

16   2   172  0．2％  
（9，3％）   （1．2％）  （100．0％）  

（注）参考値っ未実施者が若干名含まれている打線性がある亡  

特定高齢者把握の流れ  

1基本健康診査  く〉特定高齢者33人（全特定高齢者の19．祁）   

● 基本健康診査：市内の医療機関172か所に委託（通年）  

受診数 5，240人（H17受診者10，930人）  

● 特定高齢者候補者113人／受診者数5，240人（2．2％）  

●診査時の生活機能評価（基本チェックリス  

情報提供について：「同意しない」Or「未記入」  

1，105人（受診者の21．1％）  

●介護予防事業への意識を高める市民への開   

● 医師の総合判定＜医療の必要性＞   

介護予防に資するサービスの利用「否」Or「未記入」  

1，456人（受診者の27．8％）   

■関係機関への周知徹底  

（H18且26現在）  
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特定高齢者把握の流れ  

●特定高齢者になる可能性のある者のリストに基づき実態把   
握を実施   

●地域からの情報をもとに地域包括支援センターが訪問し、   
基本チェックリストを実施   

⊂）地域包括支援センターによる訪問 216人  

うち、特定高齢者121人（全特定高齢者の70．3％）  

（H18．9．26現在）  
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特定高齢者把握の流れ  

⊂う特定高齢者16人   

（全特定高齢者の9．3％、事業利用者2，085人の2．2％）  

●健康教育：老人クラブ，公民館活動（百寿大学，   
婦人学級等），町内会，地区社協，市民委員会．   
自主グループからの依頼により実施  

●健康相談：市内9圏域17か所において，高齢者   

を対象に年84回実施予定  
健康教育実施回数 72回 利用者数延べ1，831人  

健康相談実施回数 44回 利用者数延べ 254人  

（H18．9．26現在）  
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特定高齢者把握の流れ  

蔓刃申  

＝〉特定高齢者2人（全特定高齢者の1．2％）   

●個人情報保護のため，介護認定申請書に情報   
提供の同意欄を設定  

●介護認定申請書において，介護予防事業担当   
者への情報提供の同意が得られる割合が低い   

同意あり31人／非該当者131人（23．7％）  

■介護予防事業への意識を高める市民へのPR  

（H18．9．26現在）  
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事業利用者数  
（H18．9．26現在）  

地域包括 支援 センタ 
ー   

121   33   
特定高齢者決定者数（c）  

16   2   172  
（9．3％）   （1．2％）  （100．0％）   

c／b   100％   29．2％   34．8％   66．7％  60．8％   

適所型介護予防事業   
22   

利用者（d）  
12   12   47   

d／c   18．2％   36．4％   75％   50％  27．3％   

訪問型介護予防事業   
利用者（e）   

3   0   0   0   3  
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一般高齢者施策について  

一般高齢者における特定高齢者に近い水際の者への  

介護予防事業が不足  

凸  
一般高齢者の中で，極めて特定高齢者t  

「特定高齢者に準ずる者」  

こ近いシ／「  ○うつ予防・支援関係の   
項目を除く1～20項目   
のうち．11項目該当   
する者   

○運動器の機能向上い   
ずれか4項目に該当す   
る者   

○栄養改善いずれか1項   
目に該当し，かつ口腔   

機能の向上いずれか2   
項目に該当する者  

に集団的な通所プログラムを実施し，介護予防を推進する  

＊あくまでも一般高齢者のため，地域包括支援センターに  

よるケアプランの作成は行わず．一般高齢者施策にお  

ける通所プログラム等の情報提供を行う。  

∴  

特定高齢者把握の呼び水効果  

介護予防事業の効果を実感した高齢者からの   

「口コミ情報」が徐々に特定高齢者把握につながる  
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一般高齢者施策について  
通所プログラムに参加している  

特定高齢者に近い水際の者「特定高齢者に準ずる者」の  

情報経路  

一般高齢者  

施策  

（健康教育等）   

5人 23％  

ロー般高齢者施策  
（健康教育等）  

ロ基本診査  

□地域包括支援センター  

地域包括支援セ  

ンタ鵬   

11人 50％  

＼  

基本健康診査   

6人 27％  

計22人（H18．9．26現在）27  
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特定高齢者把握について  

4月から特定高齢者把握を実施して＝・  

⇒課題・問題点  

●潜在的な特定高齢者の発掘が不十分  

●地域からの情報提供が少ない  

●医師，医療機関への介護予防事業に対する   
周知・説明等が不十分  

●認定審査や一般高齢者施策との連動が不十   
分  

30  
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今後の目標・事業の方向性①  

●市民・地域・関係機関への周知■徹底  

～介護予防の効果を多くの人に知ってもらう  

●認定審査との連動  

●医師会，歯科医師会との連携  

●地域包括支援センターとの協働  

●一般高齢者施策の充実  
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